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５人の専門家が被害の実態や悪質業者の手口を紹介 

 

10月 26 日(水)さいたま市民会館うらわ 705・706集会室におい

て、佐藤洋子氏(埼玉県消費生活ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの会代表・相談員)、大羽

賀秀夫氏(JIA埼玉建築相談委員・一級建築士)､伊藤恭一氏(埼玉県

消費者団体連絡会代表幹事・事務局長)､高橋雅之氏(県消費生活支

援ｾﾝﾀｰ事業者指導担当部長)､池本誠司氏(埼玉消費者被害をなく

す会副理事長・弁護士)を講師に開催され、５２人が参加しました。 

10年前からあった相談が今社会問題に！ 

司会の池本誠司氏から、学習集会開催の経過や目的、本日の進    ▲会場いっぱいの参加者！ 

め方を説明し、５人の講師紹介をしました。始めに相談員の佐藤洋子氏から、３件の相談事例を紹介。

被害者のキーワードは、｢次々販売｣、｢判断不十分者契約｣で、深刻なのは｢本人自身が、自覚がないま

まにしていること｣である。10年前からあった相談が、やっと社会問題になり対策されるようになった。 

建築家、消費者、行政そして弁護士の立場から報告！ 

一級建築士の大羽賀秀夫氏は狙われている地域・住宅・世帯な

どの特徴、業者訪問時の常套句・営業トーク、防止のためのアド

バイスを紹介。在来住宅や木の特徴や工事が必要か不要かは、冷

静に判断することが大切ですと説明。 

消費者団体の伊藤恭一氏から消費者被害が急増している。消費

者団体は被害をなくしていくための活動として、未然防止のため

の学習、地域との協力、相談体制の充実、社会システムとして法

整備など声を出し運動していく必要がある。            ▲大羽賀氏から騙しの手口を紹介 

行政の立場から高橋雅之氏が未然防止の取り組みとして、地域への働きかけ、県域での取り組み、国

への働きかけなどを紹介。消費者被害の救済、悪質な事業者への指導の充実・強化の取り組み内容を報

告。未然防止のためには地域の中からサポート体制を構築していくことが大切である。 

弁護士の池本誠司氏は現在の法律では不十分で有効ではないこと。救済方法、リフォーム工事被害・

高齢者被害・訪問販売被害の原因と予防策、行政規制・刑事摘発と被害救済について触れ、事業者の処

分と被害救済が連動するなど法整備が必要である。 

会場発言 

・「リフォーム業者の見分け方について」「工事してしまったが悪質業者ではないか悩んでいる」「県

から国への要望の内容について」等の質問にお答えいただきました。 

池本誠司氏からまとめで、行政はもっと情報提供し、相談窓口体制・取締りの体制の拡充が必要。消

費者団体は、必要な取り組みについて地域の団体から声をだし、世論を動かしていくことが大切である。 

〒330-0064 

さいたま市浦和区岸町 7-11-5 県生協連内 

Tel048-844-8971 Fax048-844-8973 



市町村における消費生活関連事業調査結果 
今年で 7年目を迎え、全８５市町村から回答、埼玉県消費者大会資料で発表! 

 

消費者行政は体制後退と予算減少 
●消費者行政の担当職員 

 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

専任がいる 13 14 14 12 10 11 13 自治体 

専任･兼任両方 8 8 8 8 10 13 8 自治体 

兼任がいる 67 70 70 72 70 66 64 自治体 

専任の職員が配置されている市町村は、２１自治体・24.7％で昨年の 26.7％から減りました。 

●平成 16 年度から平成 17 年度の一般会計当初予算と消費者行政関連予算について 

一般会計当初予算 消費者行政関連予算      ＊（ ）内前年自治体数 

前年より増えている 15 自治体・

17.6％ 
（69 自治体） 

前年より増えている ５   5.9％  (32） 

前年と同じ １   1.2％  (10） 

前年より減っている ９   10.6％  (27） 

前年より減っている 

 

 

70 自治体・

82.4％ 
（21 自治体） 

前年より増えている １９   22.3％  (8） 

前年と同じ １０   11.8％ （5） 

前年より減っている ４１   48.2％  (8) 

①合併により１市１町３村が減りました。職員体制は兼任のみだった久喜市、上里町で専任を配置

したという改善もありますが、専任と兼任の両方配置していた 7自治体の内、専任１人に減らした

飯能市と秩父市、兼任のみになった草加市、川島町、松伏町、児玉町、川本町のように後退してい

る自治体も見られます。 

②一般会計予算に占める消費者行政関連予算の割合が、前年度より増えているが５５自治体

（64.7％）もありますが、一般会計予算が前年より減っている７０自治体（82.4％）もあり、その

うち４１自治体（48.2％）が消費者行政予算を減らしていることから、消費者行政が充実したとは

言えません。消費者行政関連予算の金額でみると、100 万円未満が４３自治体（50.6％）もありま

す。そのうち、10万円未満が１５自治体（17.6％）あり、十分な施策が取り組める状況とはいえま

せん。また７年連続で消費者行政関連予算を減らしている市町村が、狭山市・幸手町・杉戸町と３

自治体ありました。 

施策決定の場への消費者参画は後退 
●市町村が設置した審議会・委員会等への消費者代表の参加について。 

参加している ３２自治体・37.6％ 

（前年 38自治体 42.2%） 

 

1人～2人 １０自治体（11.8％）（前年 16） 

3人～5人 １２自治体（14.1％）（〃  14） 

6人以上 １０自治体（11.8％） （〃  8） 

参加していない ４６自治体・54.1％  （前年 50自治体 55.5%） 

不明 ７自治体・ 8.2％ （前年 2自治体 2.2%） 

消費者団体が参加し消費者啓発・活動発表などの場としての、消費生活展の開催は、昨年の３1 自

治体（34.4％）から２９自治体（34.1％）となりました。市町村の設置した審議会・委員会等への

消費者代表の参画は、調査７年目をむかえて３２自治体（37.6％）と昨年の３８自治体（42.2％）

から後退しています。消費者の声が市町村の意思決定の場に生かされていないといえるでしょう。

これからも消費者団体から要望していく必要があります。 



相談件数の大幅増加に体制の強化が必要 
●消費者相談窓口設置状況について。 

消費者センター

を設置している 

８自治体・ 

9.4％(前年 8) 

16年度 

相談件数 

1～499件 ０自治体（0%）（前年 0） 

500～999件 １自治体（1.2%）（〃１） 

1000件以上   ７自治体（8.2%）（〃７） 

庁舎内に消費者

相談コーナーを

設置している 

５１自治体・ 

60% 

（前年 46） 

16年度 

相談件数 

1～49件 ６自治体（7.1%）（〃７） 

50～99件 ８自治体（9.4%）（〃４） 

100件以上 ３７自治体（43.5%）(〃35) 

17 年度より相談

業務を開始  

４自治体・ 

4.7％(前年 2） 

   

設置していない ２２自治体・ 

25.9% 

（前年 34） 

設置して

いない理

由 

１位 相談がない   ７自治体（前年 12） 

２位 体制が未整備  ４自治体 

３位 秩父市に委託  ３自治体 

４位 予算がない   ２自治体 

・ １７年度相談業務を開始した自治体は、川島町、鳩山町、児玉町、庄和町の４町です 

 

●消費者相談窓口を設置している５９自治体の相談日数 

週５日   １５自治体 週４日 ２自治体 

週３日と月２日 １自治体 週３日 ５自治体 

週２日と月２日    １自治体 週２日 １０自治体 

週１日と月２日    １自治体 週１日 １６自治体 

週半日    １自治体 月２日    ５自治体 

月２(半)日   １自治体 月１日    １自治体 

本年度開設した４自治体を含む６３自治体（74.1％）に層で案窓口が設置されました。しかし

急増する相談件数に、週５日相談できる市町村は１５（17.6％）と少なく、庁舎内に相談コーナ

ーを設置している５１自治体の内、週３日未満が３６自治体（42.4％）もあり、相談体制のない

市町村がまだ２２自治体（25.9％）あり、まだまだ十分相談できる状況ではありません。いつで

も安心して相談できるよう自治体格差をなくすために、県から市町村への支援をふくめて具体的

な消費者行政の充実強化を要望していきたいと思います。 

 

消費者啓発の強化・情報提供が必要、団体へは新会員加入・活動活性化を！ 
●行政担当者からみた消費者行政の課題、消費者団体の課題・消費者団体にのぞむこと(複数回答) 

（イ）消費者行政の課題        （ロ）消費者団体の課題、消費者団体にのぞむこと 

1位 消費者教育・啓発の強化 １７自治体  1位 新会員の加入・後継者の育成 ７自治体 

2位 情報提供の充実・迅速化 １２自治体  2位 活動の活性化        ６自治体 

3位 相談体制の充実      ５自治体  3位 消費者の自立        ６自治体 

4位 相談窓口の周知      ２自治体  4位 消費者問題への関心     １自治体 

4位 消費者団体との連携    ２自治体  4位 相談窓口の利用       １自治体 

『理事会報告』 

≪2005年度第１回 9／29≫ 報告：上半期の活動報告、消費者団体訴訟制度関連の取り組みについて 

             審議：悪質住宅リフォーム問題の学習集会の企画と進め方を確認 

                集中講座の実施を確認、具体化について事務局と担当理事で検討 



＊次回のなくす会の調査＊ 

「消費者トラブルアンケート」(学生用) 若者の消費者被害の現状を調査します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★平成１７年度 全国消費者フォーラムのお知らせ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊商品事故・契約トラブルにあったときは、最寄りの消費生活支援センターへ相談しましょう。 

埼玉県消費生活支援センター（埼玉県生活科学センター内） 

℡０４８(２６１)０９９９ 

埼玉県消費生活支援センター    川越    ℡０４９(２４７)０８８８ 

  〃  消費生活支援センター    春日部  ℡０４８(７３４)０９９９ 

  〃  消費生活支援センター    熊谷    ℡０４８(５２４)０９９９ 

＊お住まいの市町村にも、消費者相談窓口があるところがあります。役所にお問い合わせ下さい。 
 

テーマ  高めよう「消費者力」―消費者の自立に向けて― 
【開催日時】2005 年１２月５日（月）10:30～16:30 

【会  場】アルカディア市ヶ谷私学会館(市ヶ谷駅徒歩２分) 

【参加対象】消費者問題に関心のある方ならどなたでも 

【参加費】 １０００円  【定員】６００人 

【主  催】独立行政法人 国民生活センター 

【後  援】内閣府 

【日  程】受 付 9:30～10:30   

      基調講演「消費者力」を高める～相手に伝わる話し方 

ﾌﾘｰｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ 池上 彰（NHK 週間こどもﾆｭｰｽ元お父さん役） 

      分科会 13:00～16:30  なくす会は第 3 分科会で発表します 

          実践活動の報告・調査研究の発表および討議≪７分科会≫ 

【参加方法】ＦＡＸ・官製ハガキ・往復ハガキに≪氏名、連絡先住所・電話番号・ＦＡＸ番号・ 

所属、参加希望の時間帯、希望の分科会（分科会の詳細については下記に問合せ） 

を明記し≫申し込んでください。(申し込み〆切 11／21) 

〒229-0029神奈川県相模原市弥栄 3-1-1  

独立行政法人国民生活センター教育研修部教務課｢全国消費者フォーラム｣係 担当：浦川､杉浦 

TEL042－758－3163 FAX048－758－5624  

 
 

※申し込み・お問い合わせ(大会事務局) ＴＥＬ０４８-８４４-８９７１ ＦＡＸ０４８-８４４-８９７３ 

 第 13 回 くらしの情報交流プラザ☆さろん  なくす会の活動を発表しました！ 

シリーズ「騙されるな！消費者」第 2 回 

ネットワークで防ぐ！高齢者の消費者被害 
－悪質訪販リフォームの事例をもとに－ 

日時：2005 年 11 月９日(水)18:30～20:30 

会場：国民生活センター くらしの情報プラザ３階 
≪ゲストスピーカーとして、久慈事務局長と佐藤洋子氏（埼玉県消費生活コンサルタン

トの会代表）が参加し、なくす会の活動と苦情相談事例等について報告しました。≫ 

【参加者の質疑から】 

・成年後見制度が周知されれば、被害が減るのではないか？ 

・長年高齢者に関わる活動を続けてきたが、高齢者の為に新システムの会社を立ち上げた。 

・学習集会の会場費や講師謝礼・参加費など、運営費用について・・・ 

(この報告は、『たしかな目』２月号に掲載される予定です。) 

 

☆さろんとは⇒毎月第 

２水曜 18:30～20:30 

NPO、消費者団体等の 

情報交流や情報発信の 

きっかけになる事を目 

的に開催しています。 

 


